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はじめに

　メキシコは日本が初めて本格的な二国間協定を締結した国といえる。日
本とメキシコの経済連携協定（EPA）は 2004 年に署名され，その内容は
物品貿易だけではなく，サービス貿易，投資，知的財産権，さらにはビジ
ネス環境整備や裾野産業育成といった包括的なものとなっている。また，
日本の農業分野にとっては初の自由化への取り組みともなった。これに先
立つ 2002 年，日本とシンガポールの EPAが発効したが，相手国の規模
が小さく，また農業分野の自由化が含まれていない点が大きく異なってい
る。
　メキシコは，初めて先進国と発展途上国の間の自由貿易協定（FTA）
を締結した国でもある。1990 年代，EUにおいて人・物品・サービスの
分野で経済統合が進み，ラテンアメリカでは，ラテンアメリカ統合連合
（ALADI）の枠内で経済統合が成立した。しかしこれらは，経済発展の水
準がほぼ同等の国家間での協定といえる。一方メキシコが 1994 年に米国，
カナダと締結した北米自由貿易協定（NAFTA）は，経済発展の水準が大
きく異なることから貿易自由化による国内経済への影響も甚大なため，メ
キシコ・米国両国内で関税引き下げに関して強い反対運動が展開された。
また貿易上のルールだけではなく，労働条件や環境政策といった幅広い政
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策の調整も必要となった。
　二国間協定重視への転換は 1990 年代初めと早く，ラテンアメリカのな
かではチリと同様，すでに世界的なFTAの網を構築しているが，その動
機は大きく異なる。チリの場合，輸出市場の確保が重要であったが，メキ
シコの場合は，自由化政策の継続としての意味合いが強く，貿易よりも先
進国からの直接投資の促進とこれを通じた産業の競争力強化と雇用の増加
が主たる目的となっている。さらに，チリと同様に業界団体の政策への関
与の度合いが大きいが，異なっているのは，頂上団体の機能が強力で，傘
下の産業部門間の意見調整機能が高いことである。
　本章では，メキシコの FTA政策の特徴を分析することを目的とする。
まず，第１節では，FTAの戦略と政策について，NAFTAを中心に地域
協定重視への政策の転換に焦点を当てて述べる。これはNAFTA交渉が
メキシコのFTA政策の起点であり，その後の交渉スタイルを決定づける
ことになったためである。続く節では主要アクターとして政府，業界団体
を取り上げて分析する。メキシコの FTA交渉を特徴づけている「隣室」
（Cuarto de al lado）と呼ばれる政府と業界団体との関係を軸に分析する。
最後に，メキシコの最も新しい FTAである日本との EPAを取り上げ，
交渉の過程と特徴について検討する。

第１節　メキシコのFTA戦略・政策

１．二国間協定重視への転換

　メキシコにおける二国間協定重視への転換は，構造改革と貿易投資の自
由化の一環として進められた。1982 年，メキシコは輸入代替政策の行き
詰まりによる対外債務の累積から，債務危機に陥った。この対応として世
界銀行の支援による構造調整政策が実施され，貿易の自由化，外資導入，
民営化が開始されている。貿易の自由化については，化学薬品・医薬品，
自動車部品，コンピュータ，農産物とその加工品，石油，石油製品を除い
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て輸入制限が廃止された。また関税率については，税率の簡素化と大幅な
引き下げがなされた。直接投資の促進では，出資金 100 万ドル以下の場合
外資 100％所有会社の設立を認め，民営化では，電話公社や航空会社，産
銅会社や製鉄会社といった大企業も含めて実施されている。
　米国は，1980 年代のメキシコの債務問題解決に深く関与している。債
務問題解決の目玉とされる「ブレイディ・プラン」は，メキシコの公的債
務をブレイディ債券と呼ばれる米国財務省の保証つきの新債券に交換する
ことをベースとしていた。これは，メキシコにおける政治・経済的な不安
定によって，数千万人のメキシコ人が米国領に流れ込むことを懸念した政
治的な判断といわれる。さらに 1987 年には，両国政府間で「貿易投資関
係についての協議の枠組みに関する政府間了解事項（行政協定）」が締結
された。また，1988 年に当選を果たしたメキシコのサリナス大統領と米
国のブッシュ大統領は「次期大統領会談」を行い，「ヒューストン精神」（両
者の個人的な信頼関係を培い，懸案事項を建設的方向で解決するとの合意）
を発表している。この際，米国側は米加自由貿易協定に類似した米墨共同
市場構想をメキシコ側に打診した（並木 [1999]）。さらに，1989 年には「貿
易投資枠組み了解事項」を発展拡大し，「貿易投資促進のための対話に関
する了解」が合意され，行動計画と貿易投資促進の合同委員会設置が合意
されている。
　歴史的には，米国と政治的距離をおいてきたメキシコが，米国とこれに
カナダを加えた包括的な FTAであるNAFTA締結に傾いた理由として，
次のような背景があげられている（細野 [2001]）。第１に，メキシコは貿
易および投資に関して自由化をさらに進める意向を有しており，包括的
FTA締結によりメキシコの最大貿易相手国である米国から，最大限の譲
歩を引き出しつつ自由化するのが有利だと考えられたことである。第２に，
輸出品の石油依存から脱却するため，米国の市場への多様なアクセスを確
保することがめざされたためである。1960 年代からメキシコは，米国と
の国境地帯に保税加工区であるマキラドーラを設け，対米工業製品輸出を
増加させてきた。しかし，マキラドーラにおける生産でメキシコ国産の部
品や材料が使われることは少なく，国内産業への波及効果が限定的で技術
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移転も生じていないことが問題とされた。FTAはマキラドーラに代わっ
て国内輸出産業を促進させるしくみとして期待されたのである。第３に，
メキシコが 1980 年代の半ばから実施している一連の経済自由化政策の持
続性の担保として，NAFTAが重要な意味を有すると考えられたためで
ある。長期間にわたり輸入代替政策が実施され，国内での民営化や貿易自
由化政策に対する反対が根強い状況のなかで，サリナス政権は自由化政策
を進めていた。対外債務危機から抜け出し，海外から投資を呼び込むため
には，自由化政策が逆戻りしない，という強いメッセージを送る必要があっ
た。これがNAFTA締結へ向かわせた最大の要因ともいわれている（並
木 [1999]）。

２．FTA交渉の進展

　NAFTAは，1990 年 6 月のブッシュ・サリナス両大統領の首脳会談に
おいて，包括的なFTAを締結するとの合意をみて準備作業が開始された。
メキシコでは商務工業振興省（SECOFI，2000 年から経済省に改名）が準
備作業を担当し，同年８月にサリナス大統領がブッシュ大統領あての書簡
で交渉開始を正式に提案している。翌年にはカナダも加わって，６分野を
対象に 17 の作業部会が設置され，具体的な交渉が始まった。その後ブッ
シュ大統領が再選に失敗し，一時は米国におけるNAFTAの批准が危ぶ
まれる事態となったが，最終的にクリントン大統領の下で政治的決着に
達し，1994 年１月に発効にこぎつけている。メキシコ・米国間の交渉は 2
年にも及んだが，この間にメキシコの交渉スタイルが確立したといわれて
いる。
　NAFTA 交渉が難航している間にも，メキシコはラテンアメリカの
国々との二国間協定締結を推進している。まず，1991 年にはアルゼンチ
ン，1992 年にはチリと経済補完協定（ACE）が締結されている（表１）。
ACEは，ラテンアメリカ統合連合（ALADI）の加盟国間で締結される協
定で，GATT第 24 条が規定する FTAの要件は適用されない。これは，
ALADI 設立根拠である 1980 年「モンテビデオ条約」が「授権条項」下
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の条約としてGATTに通報されたためである。「授権条項に基づく地域貿
易協定」では，GATT第 24 条と関係なく，開発途上国間の FTAを一定
の要件にもとづいて認めるものとなっている（稲葉・細野 [2002]）。
　1994 年の NAFTA成立後は，ラテンアメリカ諸国を相手に FTAが締
結されている。1995 年にはメキシコ・コロンビア，およびベネズエラか
らなる３カ国の自由貿易協定（G3）が発効している。これは，一部の例
外品目を除いて貿易を自由化し，サービス貿易や投資の自由化のほか，知
的財産権の保護などを含めた非常に細かい部分まで明文化されており，明
らかにNAFTA型の協定と呼べる。さらにボリビア・コスタリカ・ニカ
ラグアといった国々とも次々に FTAを締結している。このような「南」
を向いたFTA締結の推進の理由として，NAFTA締結による米国接近に
対するメキシコ国内での政治的な反発への対応と，工業製品で比較劣位に
ある国々との貿易の促進の必要性があげられている（谷 [1998]）。

表１　メキシコのFTA締結状況

発効年月日 協
定

締結相手国

1991 年 3 月 18 日 ACE アルゼンチン
1992 年 1 月 1 日 ACE チリ
1994 年 1 月 1 日 FTA 米国・カナダ（NAFTA）
1994 年 12 月 27 日 ACE ボリビア
1995 年 1 月 1 日 FTA G3（メキシコ・コロンビア・ベネズエラ）
1995 年 1 月 1 日 FTA ボリビア
1995 年 1 月 1 日 FTA コスタリカ
1996 年 12 月 2 日 ACE ペルー
1998 年 7 月 1 日 FTA ニカラグア
1999 年 7 月 1 日 FTA チリ
2000 年 7 月 1 日 FTA EU（25 カ国）
2000 年 7 月 1 日 FTA イスラエル
2001 年 2 月 6 日 ACE キューバ
2001 年 3 月 14 日 FTA 中米３カ国（エルサルバドル・グアテマラ・ホンデュラス）
2001 年 7 月 1 日 FTA EFTA
2003 年 8 月 10 日 FTA ウルグアイ
2004 年 7 月 15 日 ACE メルコスール
2005 年 4 月 1 日 EPA 日本

（注）　ACEは経済補完協定。
（出所）　経済省ホームページ（http://www.economia.gob.mx/，2007 年２月 16 日アクセス）。
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　2000 年代には，米州以外の地域とのFTA締結も活発になっている。こ
れは，経済の北米依存が一層強くなってきたことへの対応であり（細野
[2001]），2000 年には EUやイスラエルとの FTAも成立している。2000
年代半ばには，アジア諸国との経済緊密化を進め，ラテンアメリカでは最
初にアジア諸国とのFTAにも着手し，日本とのEPAを締結した。
　また 2006 年末現在，韓国，中国との FTAについても議論されている。
これまでの経済統合相手国は，先進国か域内諸国であった。この場合，経
済統合しても労働集約的な工業生産に比較優位を有するメキシコとは貿易
構造が異なるため，工業製品に関しては深刻な競合は起きていない。しか
し，韓国，中国はこの分野で競合するものが多く，産業界や学界から強い
懸念が出ている。これまでFTA政策は貿易自由化のための手段のひとつ
と考えられてきたが，これ以上の拡大は試練を迎えることになる。

３．評価

　メキシコは，すでに 12 の FTAを発効しているが，その貿易・投資へ

表２　FTA締結国への輸出

期間 増加率（%）
NAFTA 1993－2006 349.2 
　　米国 1993－2006 354.5 
　　カナダ 1993－2006 203.2 
G ３ 1994－2006 661.1 
コスタリカ 1994－2006 409.3 
ボリビア 1994－2006 145.7 
ニカラグア 1997－2006 610.5 
チリ 1991－2006 575.3 
EU 1999－2006 86.5 
イスラエル 1999－2006 129.9 
中米北部３カ国 2000－2006 61.3 
EFTA 2000－2006 －76.5 
ウルグアイ 2003－2006 81.9 
日本 2004－2006 22.0
（出所）　Subsecreta  de Negociaciones
　　　 Comerciales Internacionales [2007].



204 205

の効果について経済省はおおむねプラスの評価をしている。表２には，各
FTA締結国への輸出額の変化を示してあるが，ほとんどが締結前と比
べて大幅に増加している。最も輸出の増加率が大きいのはNAFTAで，
1993 年から 2006 年の 13 年間に 349.2% の増加を示している。なかでも米
国への輸出は 354.5％の伸びであり，米国から部品・原材料を輸入し，組
立・加工した後に最終製品を輸出する加工貿易型の貿易構造が定着してい
る。NAFTA効果として確認される対米輸出の上位 10 品目をみると，原
油を除く９品目のすべてが製造業で，うち６品目が自動車分野，３品目が
電気・電子分野の品目となっている（ジェトロ [2005]）。一方，期待が大
きかったEUとの FTAでは，1999 年の締結時からの増加が 86.5％と，ほ
かの FTAに比べ低調な伸びにとどまっている。その結果，メキシコ国内
には，EUとの FTAにみられるように FTA締結による輸出への効果は
大きくなく，今後は新たな FTAの締結よりもすでにある FTAを生かし
て輸出の増加につなげる努力の方が重要である，との意見が強くなってい
る。
　同様に直接投資においても FTAによる拡大効果がみられる。1994 年
からの対内直接投資額の累積では，1994 年には 150 億ドルであったのが，
2005 年には 2000 億ドルと約 13 倍に達している（ジェトロ [2005]）。米国
のシェアは 62.6％と圧倒的であり，部門別では自動車，化学，電気，電子
など製造業の割合が 43.2％と大きく，つづいて金融の 33.2％となっている。
またEU諸国の多国籍企業の進出により，スペイン，オランダ，英国，ド
イツからの直接投資額も大きくなっている点が注目される。

第２節　メキシコのFTA政策決定過程

　メキシコとチリにおける政策決定過程で共通するのは，コーポラティズ
ムの傾向が強いことである（Schneider [2004]）。コーポラティズムとは，
主要な社会的単位（軍部，宗教団体，経営者団体，労働組合，業界団体な
ど）が国家システムに統合されている全国的な社会政治的組織化構造のこ
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とである。経営者団体や業界団体が，国家の調整機関の一員として組み込
まれ，政策決定の場において強い発言権を有することを特徴とする。以下
では，行政部門，立法部門，民間部門を取り上げ，FTA交渉において３
者がどのような関係にあったかを示す。

１．行政部門

　対外貿易交渉における最高意思決定機関は大統領である。交渉の開始は，
大統領と相手国元首との直接的な接触を通じた交渉開始合意を経て，担当
行政府に指示が出されるのが通例である。その後，実際に交渉を担当する
のは行政府である。日本との EPA交渉では，経済省の多国間通商交渉局
が担当局となっている（１）。図１には経済省の組織図を示してあるが，大
臣の下に位置する多国間通商交渉次官が首席代表となり，これに多国間・
アジア通商交渉局長，農業工業交渉局長，サービス貿易交渉局長等が交渉

経済省
大臣

多国間通商交渉局 直接投資基準・
貿易実務局 産業・通商局

外国投資局 基礎産業局

通商政策局
農業工業交渉局

貿易実務室 重工業局

一般基準局 対外貿易局

自動車登録局 商業・IT局

貿易法務局 商務基準局

交渉過程評価局

多国間・アジア通
商交渉局

通商調整室
サービス貿易交渉局

中小企業局，鉱
業局，その他

（注）アミ掛け部分は，日本とのEPA交渉メンバーに含まれていた部署。
（出所）経済省ホームページ（http://www.economia.gob.mx/，2007 年２月 16 日アクセス）。

図１　メキシコのFTA担当部署
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メンバーとして入っている。これまでの FTA交渉でも経済省に外務省，
さらに交渉分野によって財務省，農牧省が加わり交渉が行われている。
　経済省の役割は，サリナス政権期（1988～1994 年）に転換した。従来
の経済省（当時 SECOFI）は，輸入代替政策を推進することが目的とさ
れ，人員も歴史のあるメキシコ自治大学の法学部出身者が多かった。しか
しサリナス大統領は，同省に工学系の私立大学や米国の大学院を卒業した
若くて優秀なエコノミストを集め，自由化政策を推進する省へと大幅に改
編した。NAFTA交渉を担当した部局は，NAFTA締結に向けた動きの
なかで 1990 年に設置され，市場アクセス，原産地規則，紛争処理といっ
たNAFTAの条項に合わせた組織編成がなされた（Thacker [2000]）。同
時に関係省庁委員会も設置され，SECOFI が議長となり，外務省，財務省，
労働省，中央銀行，大統領府によるFTA交渉に関する月例の報告検討会
が開始されている（図 2）。

２．立法部門

　メキシコの立法府は，上院と下院の二院制をとっている。FTAについ
ては，上院の専管事項となっており，委員会における審議，および批准を
行う。委員会はFTAの交渉期間中を通じて，経済省など行政機関に対し
て①交渉を行う理由，②交渉により獲得される利益，③交渉のスケジュー

最高権限 大統領

主交渉担当機関 外務省国際経済交渉局

調整機関 関係省庁委員会
　　議長：経済大臣
目的：省間の対立を緩和し調整を図る

関連省庁 経済省 外務省 農牧省 財務省

経済省多国間通商交渉局

（出所）筆者作成。

図２　通商交渉にかかわる行政部門
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ル，について報告させる権利を有するほか，官僚や業界団体，専門家から
情報を受けることができる（２）。これにより，交渉担当者に対して政策上
の変更を加えるよう圧力をかけることも可能になっている。 政府間の交渉
により条約に署名がなされると，その後上院で批准を行う。上院では商務・
工業振興委員会などの委員会で議論され，議員だけではなく業界団体，学
界などから参考人が招かれ，合意内容が審議される。最終的に上院での可
決をもって，条約は成立となる。
　上院の構成は，1980 年代の終わりから大きく変化している。それまで
一党独裁体制を強いてきた与党の制度的革命党（PRI）が弱体化し，経
済開放政策に反対する PRI 左派との内部分裂という深刻な問題が起きて
いた。また 1982 年の債務危機への対応として実施された銀行国有化に対
し，PRI 体制に不満を抱くようになった北部の企業家などが国民行動党
（PAN）を支持するようになり，同党は急速に議席数を伸ばしている。そ
のため，サリナス大統領にとって，企業家の支持を維持するために業界団
体との関係強化が不可欠のものとなった。こうしたことも，メキシコで政
治家と業界団体との結びつきが強い要因となっている。対外交渉における
業界団体の関与は，むしろ政府からの呼びかけによるものであった。
　2000 年の選挙では，PRI による 71 年間の長期政権に終止符が打たれ，
PANのフォックス大統領が当選するとともに，同党は下院で 38.3％，上
院で 38.1％の議席を押さえ，PRI の 36.9％，36.7％を上回る結果となって
いる。この選挙結果は，PANの中心的な支持母体である北部企業家の政
治への影響力を強めるきっかけとなった（岸川 [2000]）。日本とのEPA交
渉でメキシコ側が強く開放を迫った豚肉などの輸出農産品は，北部の大規
模企業家によって担われており，強い関連が考えられる。
　先進国とのFTA交渉で焦点となることの多い農業分野は，政党との結
びつきが強い。2000 年まで長期政権を維持してきた PRI は，その支持母
体として①労働部会，②農民部会，③一般部会の３部会を組織し，農民部
会として 1937 年，農民全国連合（CNC）を設立している。CNCは農牧就
業人口の 40％（300 万人）が加盟する農牧業最大の団体である。また，野
党第２党で労働団体などを支持母体とする左派の民主革新党（PRD）も
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中小農民の組織化に力を入れており，民主農民連合を結成して 25 万人の
構成員を集めている（３）。FTA交渉では，これらの団体から支持を受ける
政治家を通じて，NAFTAのように農業分野に優位性を有する国との交
渉では農業保護の獲得を訴え，また日本やEUのように農業分野を保護し
ている国との交渉では相手国の市場開放に対して強い主張を行う傾向にあ
る（図３）。

３．民間部門

　メキシコのFTA交渉を特徴づけるのは，民間部門の政策過程への関与
が大きいことである。これは歴史的なもので，カデナス大統領（1934 ～
1940 年）により創設された PRI が，労働者や農民といった主要な社会階
層を組織化し，彼らの政治的表明と引き換えに自らの政治的支持母体とし
てきたことによる。
　企業家層など「右派」は当初「反革命的」存在とみなされ，PRI 体制
による攻撃対象となっていた（岸川 [1993]）。これら「右派」は，PRI の
反教会政策と社会主義的傾向に反対し，1939 年に PANを結成した。当
初 PANは宗教色が強く，広く国民の支持を受ける政党ではなかったが，
1960 年代に「包括政党」化が進み，企業家層が広く参入し自由主義的傾
向が強まる。1980 年代半ばには政府の金融危機に対する対応への反発か
ら，企業家層を中心とした PANへの支持の高まりは明らかとなった。

条約批准 上院 PANが最大政党
政策の審議 委員会

政党 PAN PRI PRD

民間団体 中小企業
業界団体

中小規模
農業団体 労働組合 市民団体

大企業業界団体
（大規模農家を
含む）

（出所）筆者作成。

図３　通商政策にかかわる立法府，政党
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表
３
　
メ
キ
シ
コ
の
お
も
な
業
界
団
体

略
称

日
本
語
名

設
立

団
体
概
要

C
C
E
（
企
業
家
調
整
評

議
会
）

正
会
員

準
会
員

C
C
E

企
業
家
調
整
評
議
会

19
76
年
８
月

メ
キ
シ
コ
の
主
要
業
界
団
体
の
連
合
体
。
会
長
選
出
を
含
む
議
決
権
を
も
つ
正
会

員
（
as
oc
ia
do
s）
７
団
体
と
議
決
権
は
な
い
準
会
員
（
in
vi
ta
do
s）
５
団
体
か

ら
構
成
。
正
会
員
，
準
会
員
の
12
団
体
合
計
で
，
G
D
P
の
88
％
，
就
業
者
数
の

85
％
を
占
め
る
。
こ
の
意
味
で
，
C
C
E
会
長
は
メ
キ
シ
コ
財
界
の
ト
ッ
プ
と
位
置

づ
け
ら
れ
る
。
民
間
セ
ク
タ
ー
経
済
研
究
所
（
C
E
E
SP
）
な
ど
４
研
究
機
関
を
有

す
る
。

－
－

C
O
N
C
A
M
IN

メ
キ
シ
コ
工
業
会
議
所
連
合
会
19
18
年

C
A
N
A
C
E
R
O
（
全
国
鉄
鋼
会
議
所
），
A
N
IQ
（
全
国
化
学
産
業
協
会
）
な
ど
の

製
造
業
10
8
団
体
か
ら
構
成
。

○

C
O
N
C
A
N
A
C
O
－

SE
R
V
Y
T
U
R

全
国
商
業
・
サ
ー
ビ
ス
・
観
光

会
議
所
連
合
会

19
17
年
11
月
23
日

メ
キ
シ
コ
の
地
域
ご
と
に
組
織
さ
れ
て
い
る
約
25
0
の
商
業
会
議
所
の
連
合
体
。

○

C
O
PA
R
M
E
X

メ
キ
シ
コ
経
営
者
連
合
会

19
29
年
９
月
24
日

３
万
60
00
社
が
加
盟
。
経
営
者
組
合（
si
nd
ic
at
o　
pa
tr
on
al
）と
い
う
位
置
づ
け
。

全
国
最
低
賃
金
委
員
会
，
PT
U
（
労
働
者
利
益
分
配
制
度
）
全
国
委
員
会
に
経
営

者
側
代
表
と
し
て
参
加
。

○

C
M
H
N

メ
キ
シ
コ
ビ
ジ
ネ
ス
マ
ン
協
会
19
62
年
９
月
13
日

メ
キ
シ
コ
の
大
企
業
経
営
者
が
個
人
の
資
格
で
参
加
。
現
在
の
会
員
は
40
名
ほ
ど
。

業
界
団
体
で
は
資
金
が
最
も
豊
富
と
い
わ
れ
，
20
03
年
設
立
の
メ
キ
シ
コ
競
争
力

協
会
（
IM
C
O
）
の
活
動
資
金
を
負
担
。

○

A
B
M

メ
キ
シ
コ
銀
行
協
会

19
28
年
11
月
12
日

メ
キ
シ
コ
の
商
業
銀
行
全
行
（
32
行
）
が
加
盟
。
国
立
開
発
銀
行
（
７
行
）
は
準

会
員
（
in
vi
ta
do
s）
。
20
03
年
12
月
３
日
に
メ
キ
シ
コ
銀
行
家
協
会
（
A
so
ci
ac
io
n 

de
 B
an
qu
er
os
 d
e 
M
ex
ic
o）
か
ら
名
称
変
更
。

○

C
N
A

全
国
農
牧
評
議
会

19
84
年
４
月
27
日

農
牧
生
産
者
団
体
55
団
体
が
正
会
員
（
so
ci
os
）。
食
品
加
工
企
業
な
ど
56
社
が

準
会
員
（
as
oc
ia
do
s）
。
正
会
員
は
投
票
権
の
75
％
を
持
ち
，
各
団
体
個
別
に
投

票
権
が
あ
る
。
準
会
員
は
投
票
権
の
25
％
を
も
つ
が
，
準
会
員
全
体
と
し
て
の
投

票
権
の
み
。

○

A
M
IS

メ
キ
シ
コ
保
険
業
協
会

19
35
年

外
資
を
含
む
保
険
会
社
60
社
以
上
で
構
成
。

○

C
O
N
A
C
O
 D
.F
.

メ
キ
シ
コ
市
商
業
・
サ
ー
ビ
ス
・

観
光
会
議
所

18
74
年
８
月
27
日

メ
キ
シ
コ
市
の
商
業
・
サ
ー
ビ
ス
・
観
光
業
従
事
者
で
組
織
。

CO
NC
AN
AC
O-

SE
RV
YT
UR
加盟

○

C
A
N
A
C
IN
T
R
A

全
国
製
造
業
会
議
所

19
41
年
12
月
５
日

業
種
別
団
体
に
属
さ
な
い
主
と
し
て
中
小
製
造
企
業
で
組
織
。
一
時
は
会
員
企
業

数
が
６
万
社
に
達
し
て
い
た
が
，
20
04
年
10
月
現
在
，
約
３
万
50
00
社
に
減
少
。

全
国
80
都
市
に
支
部
を
も
つ
。
た
だ
し
，
メ
キ
シ
コ
第
２
の
都
市
グ
ア
ダ
ラ
ハ
ラ

と
第
３
の
都
市
モ
ン
テ
レ
イ
に
は
C
A
N
A
C
IN
T
R
A
の
支
部
は
な
く
，
そ
れ
ぞ

れ
独
自
の
団
体
が
存
在
す
る
（
グ
ア
ダ
ラ
ハ
ラ
：
C
A
R
E
IN
T
R
A
，
モ
ン
テ
レ
イ
：

C
A
IN
T
R
A
）。
前
会
頭
で
現
副
会
頭
の
Po
le
vn
sk
y
女
史
は
左
派
政
党
の
PR
D（
民

主
革
新
党
）
の
メ
キ
シ
コ
州
知
事
候
補
（
20
05
年
７
月
投
票
）。

CO
NC
AM
IN

加盟
○
　

A
M
IB

メ
キ
シ
コ
証
券
業
協
会

19
80
年

証
券
取
引
業
（
C
as
a 
de
 B
ol
sa
）
25
社
，
投
資
信
託
会
社
（
O
pe
ra
do
r 
de
 

So
ci
ed
ad
 d
e 
In
ve
rs
io
n）
34
社
，ブ
ロ
ー
カ
ー（
B
ro
ke
r）
３
社
で
構
成
。
19
93
年
，

A
so
ci
ac
ió
n 
M
ex
ic
an
a 
de
 C
as
a 
de
 B
ol
sa
よ
り
名
称
変
更
。

○
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C
O
M
C
E

メ
キ
シ
コ
国
際
産
業
連
盟

19
99
年
２
月
11
日

19
99
年
に
CE
M
A
I（
Co
ns
ej
o 
Em
pr
es
ar
ia
l M
ex
ica
no
 p
ar
a 
A
su
nt
os
 In
te
rn
ac
io
na
le
s/

国
際
問
題
メ
キ
シ
コ
企
業
家
協
議
会
）
と
C
O
N
A
C
E
X
（
C
on
se
jo
 N
ac
io
na
l 
de
 

C
om
er
ci
o 
E
xt
er
io
r/
全
国
貿
易
協
議
会
）
が
統
合
し
て
で
き
た
組
織
。
日
墨
経

済
協
議
会
の
メ
キ
シ
コ
側
事
務
局
（
日
本
側
事
務
局
は
日
本
経
団
連
）。

○

A
N
T
A
D

全
国
ス
ー
パ
ー
・
百
貨
店
協
会
19
83
年

ス
ー
パ
ー
47
社
，
百
貨
店
18
社
，
専
門
店
35
社
の
合
計
10
0
社
で
組
織
。
ス
ー

パ
ー
最
大
手
の
ウ
ォ
ル
マ
ー
ト
は
，
比
較
広
告
で
倫
理
違
反
と
さ
れ
，
脱
退
。

○

C
O
E
C
E

対
外
貿
易
企
業
間
調
整
委
員
会
19
90
年

F
T
A
交
渉
が
行
わ
れ
る
際
に
招
集
さ
れ
る
民
間
部
門
の
意
見
を
集
約
す
る
組
織
。

N
A
F
T
A
以
降
，
常
に
存
在
し
て
き
た
た
め
い
わ
ゆ
る
｢
常
設
｣
の
組
織
と
も
い

え
る
。
た
だ
し
，
F
T
A
交
渉
期
間
中
し
か
実
質
機
能
し
な
い
機
関
で
あ
る
。

－
－

A
M
IA

メ
キ
シ
コ
自
動
車
工
業
会

19
51
年
１
月
3
日

加
盟
企
業
は
以
下
の
10
社
。
B
M
W
，
D
ai
m
le
rC
hr
ys
le
r，
F
or
d，
G
M
，
ホ
ン
ダ
，

日
産
，
Pe
ug
eo
t，
R
en
au
lt，
ト
ヨ
タ
，
V
W
。
Pe
ug
eo
t，
B
M
W
を
除
き
メ
キ

シ
コ
で
自
動
車
生
産
。
R
en
au
lt
車
は
日
産
が
組
み
立
て
。
B
M
W
は
20
03
年
ま

で
ノ
ッ
ク
ダ
ウ
ン
生
産
。

CO
NC
AM
IN

加盟

A
N
PA
C
T

バ
ス
・
ト
ラ
ッ
ク
・
ト
レ
ー
ラ

工
業
会

19
92
年

重
量
6.
3
ト
ン
以
上
の
大
型
バ
ス
・
ト
ラ
ッ
ク
を
製
造
・
販
売
し
て
い
る
以

下
の
12
社
で
構
成
。
完
成
車
を
製
造
し
て
い
る
の
は
※
を
つ
け
た
６
社
。

C
at
er
pi
lle
r，
C
um
m
in
s，
F
re
ig
ht
lin
er
，
M
er
ce
de
s-
B
en
z，
D
et
ro
it
　

D
ie
se
l I
nt
er
na
tio
na
l※
，
K
en
w
or
th
※
，
M
an
※
，
Sc
an
ia
※
，
St
er
lin
g
※
，

V
ol
vo
 B
us
※
，
V
ol
vo
 T
ru
ck
，
V
W
。

CO
NC
AM
IN

加盟

IN
A

全
国
自
動
車
部
品
工
業
会

19
62
年

自
動
車
部
品
製
造
企
業
12
9
社
で
組
織
。
乗
用
車
・
商
用
車
用
純
正
部
品
部
会
，

大
型
バ
ス
・
ト
ラ
ッ
ク
用
純
正
部
品
部
会
，
ア
フ
タ
ー
マ
ー
ケ
ッ
ト
用
部
品
部
会

な
ど
の
部
会
が
構
成
さ
れ
て
い
る
。
20
03
年
よ
り
国
際
会
議
を
メ
キ
シ
コ
で
開
催

（
C
on
gr
es
o 
In
te
rn
ac
io
na
l 
de
 l
a 
In
du
st
ri
a 
A
ut
om
ot
or
iz
 e
n 
M
ex
ic
o）
，
部

品
見
本
市
（
PA
C
C
E
 A
U
T
O
M
C
H
A
N
IK
A
）
を
併
催
。

CO
NC
AM
IN

加盟

C
A
N
A
C
E
R
O

全
国
鉄
鋼
産
業
会
議
所

19
49
年
９
月

メ
キ
シ
コ
の
鉄
鋼
製
造
，
販
売
企
業
65
社
で
組
織
。
関
税
委
員
会
，
貿
易
委
員

会
な
ど
10
の
専
門
委
員
会
を
も
つ
。
F
T
A
交
渉
に
積
極
的
に
関
与
。
N
A
F
T
A
，

メ
キ
シ
コ
・
E
U
間
F
T
A
の
官
民
鉄
鋼
会
議
に
メ
キ
シ
コ
側
業
界
代
表
と
し
て
参

加
。
日
墨
E
PA
で
も
官
民
鉄
鋼
会
議
が
設
置
さ
れ
る
。
こ
れ
は
，
第
９
条
に
定

め
ら
れ
た
「
鉄
鋼
製
品
に
関
す
る
特
別
小
委
員
会
」，
同
委
員
会
に
メ
キ
シ
コ
側
業

界
代
表
と
し
て
参
加
予
定
。

CO
NC
AM
IN

加盟

C
A
N
IE
T
I

全
国
電
子
・
通
信
・
情
報
産
業

会
議
所

19
35
年

19
35
年
設
立
の
A
so
ci
ac
ió
n 
de
 D
is
tr
ib
ui
do
re
s 
de
 R
ad
io
 d
el
 D
is
tr
ito
 

F
ed
er
al
（
メ
キ
シ
コ
市
ラ
ジ
オ
デ
ィ
ス
ト
リ
ビ
ュ
ー
タ
協
会
）
が
前
身
。
数
回
の

名
称
変
更
を
経
て
，
19
97
年
よ
り
現
在
の
名
称
。
電
子
・
通
信
・
情
報
機
器
製
造
，

販
売
企
業
61
0
社
が
加
盟
。
５
カ
所
に
支
部
を
も
つ
。

CO
NC
AM
IN

加盟

A
N
IQ

全
国
化
学
産
業
協
会

19
59
年
11
月
11
日

化
学
品
製
造
，
販
売
企
業
22
0
社
で
構
成
。
貿
易
委
員
会
，
ロ
ジ
ス
チ
ッ
ク
・
輸

送
委
員
会
な
ど
６
つ
の
専
門
委
員
会
が
あ
る
。
PE
M
E
X
（
メ
キ
シ
コ
石
油
公
社
）

が
第
一
次
石
油
化
学
品
を
独
占
し
て
い
る
こ
と
が
，
コ
ス
ト
高
に
つ
な
が
り
メ
キ

シ
コ
の
化
学
品
産
業
の
競
争
力
低
下
を
招
い
て
い
る
と
訴
え
て
い
る
。

CO
NC
AM
IN

加盟

C
N
IM
E

全
国
マ
キ
ラ
ド
ー
ラ
産
業
評
議

会
19
83
年

17
の
地
域
に
設
置
さ
れ
て
い
る
マ
キ
ラ
ド
ー
ラ
協
会
の
連
合
体
。
中
国
等
と
の
競

合
で
競
争
力
低
下
の
現
状
へ
の
対
応
の
た
め
，
政
府
に
税
関
手
続
き
の
簡
素
化
，

電
力
料
金
の
引
き
下
げ
な
ど
を
要
求
。

－
－

（
出
所
）　
ジ
ェ
ト
ロ
・
メ
キ
シ
コ
セ
ン
タ
ー
資
料
を
も
と
に
筆
者
加
筆
。
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　NAFTA交渉の開始は，まさにこのような PRI による政治経済的閉塞
状況の打開策として生まれた。サリナス大統領は，「協調政治」を打ち出
し，これまで PRI が支持母体としてきた農民や労働者だけでなく，企業
家層を取り込んだ幅広い利益代表システムの導入が図られている。1980
年代末には政府，農民，労働者，企業の間で経済連帯協定（Pact de 
Solidaridad Económica）を結び，インフレ対策に取り組んでおり，この
時の企業家代表の母体が企業家調整評議会（CCE）であった。
　CCE は 1976 年にメキシコビジネスマン協会（CMHN）とメキシコ経
営者連合会（COPARMEX）の首脳陣が共同で設立したもので，大手企
業が中心の組織体である。およそ 90 万人の企業家からなるメキシコ最大
の経済団体で，議決権を有する７つの正会員と，議決権はなく発言権の
みを有する５つの準会員からなる。正会員を構成しているのは，①メキ
シコ工業会議所連合会（CONCAMIN），②全国商業・サービス・観光会
議所連合会（CONCANACO－ SERVYTUR），③メキシコ経営者連合会
（COPARMEX），④メキシコビジネスマン協会（CMHN），⑤メキシコ銀
行協会（ABM），⑥全国農牧評議会（CNA），⑦メキシコ保険業協会（AMIS）
の７団体である。一方，準会員は，①メキシコ市商業・サービス・観光会
議所（CONACO D.F.），②全国製造業会議所（CANACINTRA），③メキ
シコ証券業協会（AMIB），④メキシコ国際産業連盟（COMCE），⑤全国スー
パー・百貨店協会（ANTAD）の５団体よりなる（表３）。CCEの正会員，
準会員の 12 団体を合わせると加盟企業数は約 300 万社で，メキシコ全体
のGDP（国内総生産）の 88％，就業者数の 85％を占める。このようなこ
とから，CCEの会長はメキシコ財界のトップと位置づけられる。CCE会
長の任期は１年であるが，再選され２期２年務めるのが通例である。
  業界団体による利益代表は，法的にも裏づけられている。カマラ法（Ley 
de Cámaras Empresariales y Sus Confederaciones）と呼ばれるもので，
いずれかの業界団体（cámara）に企業の概要を登録する義務が課されて
いる。また登録する際には，各業界団体が設定する登録料を支払うことも
規定されている。
　メキシコの法律では，「一般市民や業界団体，市民団体，組合組織など
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は差別なく，その意見を共和国上院に対し表明することができる」と定め
ている（４）。しかし，近年経済自由化の影響で労働組合の影響力は低下し
ており，企業を中心とした業界団体や農業団体以外の団体による政策決定
への関与は極めて限定的である。

４．メキシコのFTA交渉体制

　メキシコの交渉体制は，業界団体が政府の交渉団に随行し，いわゆ
る「隣室」を形成している，という特徴がある。「隣室」は，初の大きな
FTA交渉である NAFTA交渉を前に形成された。自由化政策を推進す
る SECOFI は，FTA交渉にあたって企業家の協力を必要とし，1990 年
４月にメキシコ最大の経済団体 CCEに対し，NAFTA交渉のための産業
分野別調査を実施する機関の設立を要請している。CCEはこれに応じて，
全産業を網羅する対外貿易企業間調整委員会（COECE）を設立したが，
COECE は，産業調査にとどまらず，国内ではNAFTAに関する公聴会
や企業対象の説明会を開き，また国外では米国，カナダとの公式交渉で常
に政府交渉団と行動を共にし，サリナス政権と極めて緊密な関係を構築し
ている（本間 [2004]）。
　COECE は，常設ではなく FTA交渉ごとに召集される体制をとってい
る。加盟団体はCCEの傘下にある全業界団体である。COECE代表の下に，
市場アクセス，原産地規則，基準認証，知的財産権，サービスなど FTA
交渉分野ごとの委員会があり，それぞれにコーディネーターが任命される。
各コーディネーターは，経済省の各交渉分野の代表と密接な連絡を取り
合っており，政府間の交渉内容が民間部門の意向を反映できる体制になっ
ている（５）。各交渉分野別委員会には，国内のさまざまな業界から同分野
に関心をもつ合計 104 の業界団体が参加している。FTA交渉では，分野
別委員会を通じ反対派の説得工作が行われている（Puga [2004]）。COECE
は意思決定機関ではなく，あくまで「意見調整」を行うのみである（６）。
　政府の交渉団は，交渉期間を通じてなされる業界団体との情報交換を武
器にしている。業界団体は，交渉前のメキシコ側要求案づくりの段階から
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政府に対して積極的な働きかけを行っている。交渉期間中は，交渉相手国
からの要求が，「隣室」として随行する COECE や関連する業界団体に伝
えられる。それらの団体は，交渉を有利に進めるため業界の情報を政府交
渉団に提供するほか，交渉において必要となる業界の意見の再調整をその
場でメキシコ本国と連絡をとってまとめる作業も行っている。これにより
政府交渉団は，交渉に際して業界の支持を背景とした強いマンデート（委
任権限）を有することが可能となっている（Thacker [2000]）。さらに，
協定案の段階で経済界の調整もできていることから，議会での批准も容易
になっている。

第３節　日本メキシコEPA交渉の事例

１．交渉のプロセス

　日本との交渉の開始は1998年11月である。当時大統領であったセディー
ジョが来日した際に，日本とのFTAを提案している。これを受けて，ジェ
トロと SECOFI は「日墨経済緊密化委員会」を発足させ，2000 年４月に
は「共同報告書」を取りまとめている。一方で，日本側では民間の動きも
活発になり，経団連は 1999 年４月に「日墨自由貿易協定の我が国産業界
への影響に関する報告書」を発表した。この報告書はメキシコがほかの国々
とのFTA締結を進めるなか，日本企業がそれから除外されているために
生じている貿易投資上の不利益について調査したもので，これを改善する
ために早期のFTA締結を訴えた。
　さらに 2001 年６月の日墨首脳会談を受けて，日墨共同研究会が同年９
月に発足された。これは両国経済関係強化に向けて，自由貿易協定の可能
性も含めて，経済関係強化のための方策を包括的に議論することを目的と
したもので，政府，産業界，学界からなるメンバーで構成されている。特
徴的であるのは，日本側の産業界代表は，三井物産，シャープ，日本興業
銀行といった大企業の役員であるのに対し，メキシコ側は，全国商工会議
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所，メキシコ国際貿易協会，全国農牧評議会，といった業界団体の代表者
であることがあげられる。
　日墨共同研究会は７回に及ぶ会合の末，2002 年７月に「経済関係強化
のための日墨共同研究会報告書」を発表している。研究会はこのなかで，
両国の経済関係に供するために，FTAの要素を含めた二国間経済協定の
締結に向けた作業を早急に着手することを提言している。
　その後，小泉首相とフォックス大統領は，2002 年 10 月 27 日，メキシ
コのロス・カボスにおいて会談し，二国間の経済連携協定強化のための協
定の交渉を 11 月に開始し，交渉開始後１年程度を目標に，できる限り早
期に交渉を実質的に終了するよう最大の努力を払う，という合意を発表し
た。これにもとづき，本会合をおおむね３カ月に一度，非公式会合を 1カ
月に一度のペースで開催することが決まった。
　当初１年程度での合意がめざされたが，日本側の農産物関税の取り扱い
をめぐって調整は難航した。メキシコでは，交渉開始に際し，日本企業の
投資の拡大とメキシコ産品の対日輸出の増大に高い期待が寄せられた。品
目としては，医薬品，自動車，電気機器，電子機器，繊維，靴，化学，鉱
産物とともに，年間 800 億ドルに上る日本の農産物輸入市場に強い関心が
示されている（７）。交渉は，当初協定文，原産地規則の規定，税関手続き，
セーフガード，アンチダンピング，相殺関税，基準認証，政府調達，サー
ビス，知的財産，競争政策，紛争処理，二国間協力など比較的テクニカル
なテーマについて話し合われた。最も焦点となった市場アクセスについて
は，メキシコ側が３月 28 日の交渉で全関税表を提出したのに対し，日本
側が農産品の関税リストを提出したのは，９月までずれ込んだ。すでに４
月の第５回交渉の段階で，COECEの代表は，農業分野を除くのであれば
民間セクターは日墨FTA交渉（への協力）を保障しないとし，農業分野
での市場アクセスの大幅な改善がない場合には，EPAの締結に反対する
姿勢をみせている（８）。これは日本の産業界が，NAFTAや EUとの FTA
により被害を被っていることから早期の FTA締結を強く希望しており，
交渉が長引くことの被害は日本により甚大であるため，無理にメキシコ側
が妥協しない方が得策である，との判断が働いているためである。
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　日本が９月の閣僚会談で提出した農産物の関税表に対して，メキシコは
強い反対を示している。日本は豚肉などの畜産品は除外したものの，野菜，
果実，コーヒーなど農産物輸入の９割以上を無税にする提案を行った。日
本の豚肉に関しては，全国養豚協会，全国養豚経営者会議，日本養豚事業
協同組合の３団体が設立したFTA等対策協議会が，50 万人の署名を集め
るなど強い政治的反対運動が繰り広げられたため，関税引き下げ除外品目
となった。しかし，メキシコは農業部門が日本との協定で唯一利益を受け
る部門であり，「ひとつのセクター（農業部門）にとって不完全で悪影響
を及ぼすような協定は認めない」ことが業界団体全体の意見として一致し
ていた（９）。当初は交渉開始後１年目となる 10 月のフォックス大統領の訪
日時に交渉終結になるとみられていたが，豚肉，オレンジジュースについ
て日本からの妥協案をメキシコが拒否し，交渉は決裂している。
　その後，年を越えて交渉は続けられ，2004 年４月メキシコと日本は，
16 カ月の交渉期間を経てFTAの大筋合意に達した。焦点となっていた農
産品については，豚肉は 2003 年 10 月時点から従価税部分の関税（10）を半
減し，関税割当量を 5000 トン上乗せすることで合意した。また，オレン
ジジュースは 6500 トンの関税割当量上乗せで関税を半減し，牛肉，鶏肉，

表４　農産品５品目の合意内容

メキシコ側の主張 大筋合意（2004 年３月）

豚肉
［割当枠］５万トン→
８万トン，無税。
［全般］基準価格の大幅
引き下げ。

［割当枠］3.8 万トン→８万トン，従価税
半減（4.3％→ 2.2％）。
［全般］基準価格は変更せず。

オレンジジュース ［割当枠］5000 トン→
１万トン，無税。

［割当枠］4000 トン→ 6500 トン，関税
半減（25.5％→ 12.8%）。

牛肉・鶏肉・オレ
ンジ生果

［割当枠］発効時点で商
業的に意味のある割当
枠の数量と関税水準を
約束すべき。

［市場開拓枠］牛肉，オレンジ生果は当
初２年間，鶏肉は１年間，10 トンの無
税枠。
［割当枠］牛肉は 3000 トン→ 6000 トン，
鶏肉は 2500 トン→ 8500 トン，オレンジ
生果は 2000 トン→ 4000 トン，関税水準
は市場開拓期間満了までに再協議。

（注）　表中の「→」は数年間で段階的引き下げを示す。
（出所）浜口［2005］。
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オレンジ生果については，協定発効２～３年目以降に割当量を設定するこ
とで妥結した（表４）。一方メキシコがセンシティブ品目としていた自動
車については，協定発効後即時に日本製の自動車に対する関税を 50％か
ら 23％に引き下げるとともに，前年のメキシコ国内販売台数の５％の新
規の無税枠を設け，７年後の撤廃に向けて関税を段階的に引き下げること
が決まった。鉄鋼については，メキシコ国内で生産されない特殊鋼材は，
関税即時撤廃，一般鋼材については６年目から 10 年目にかけて撤廃に向
けて引き下げられることとなった。
　署名は，小泉首相が 2004 年９月にメキシコに赴いて行われている。上
院での審議は 10 月から 11 月にかけて商務・工業振興委員会，アジア太平
洋外交委員会の合同審議が行われ，11 月 18 日に本会議にて批准された。
発効は翌 2005 年４月１日となった。

２．メキシコ側要求の背景

　メキシコが農業分野で強い要求を続けた背景としては，これまで
の FTA によりメキシコ農業が被害を受けてきたことがあげられる。
NAFTAを締結してすでに 12 年が経過し，ほとんどの農産品の猶予期間
が終わり，関税が撤廃されている。2002 年末には CNC 主導で結成され
た常設農業会議（CAP）と，さらに「農村はもう我慢できない」（Campo 
No Aguanta Más）というグループによって，NAFTAの農産品関税撤廃
に対する反対運動が展開されている。政府はこれらの運動に対し，2003
年に主食であるトウモロコシとフリホール豆のNAFTA関税撤廃規定の
再交渉を約束するとともに，農業対策費に約 18 億ドルの追加予算を支出
することを決めた（11）。
　日本へ輸出拡大を要求した豚肉についても例外ではなかった。NAFTA
では 10 年間の猶予期間つきで関税引き下げが合意されている。猶予期間
中は，と畜用生体豚と枝肉・部分肉については一定の輸入割当量までは
関税 10％，それを超える部分は関税率 20％が適用された。猶予期間後の
2003 年 1 月 1 日以降は関税率ゼロとなっている。米国との貿易自由化に
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より豚肉の輸入量は急増し，1993 年の 21 万トンから 2003 年には 50 万ト
ンまで増加した。これによりメキシコの豚肉業界は，米国産輸入品との厳
しい競争に直面している。
　日本への輸出に積極的であるのは，おもに高度な生産技術を有した大規
模生産者である。実際日本に輸出しているのは，コウィ・グループ（Grupo 
Kowi），ノルソン（Norson），GPM（Grupo Porcicola Mexicano）の３社
に限られるが，いずれも米国やカナダの多国籍アグリビジネスと資本提携
関係にあり，高度な生産技術を導入している。これらの企業は，国内にお
ける競争や米国産の輸入豚肉との競争に打ち勝つために，付加価値の高い
日本への輸出を活路と考えていた（星野 [2006]）。このため，2003 年の対
日 EPA交渉において強い主張となって表れたと考えられる。
　さらに，メキシコでは「EPA締結によって利益を受けるのは，日本企
業の側である」という見方が強いことも，農業分野の自由化で強硬姿勢を
とった理由といえる。日本企業は，メキシコとFTAをすでに締結してい
る国々に対して競争上不利な立場に立たされており，「日墨共同研究会」
の報告によると年間 4000 億円と推計される「実害」を被っている。この
ためメキシコとの EPAの締結は急務である，という主張が日本経済団体
連合会やメキシコ日本商工会議所を中心になされた。また 2003 年５月１
日からは，メキシコの政府調達に対する入札は，現地とFTA締結国の企
業のみと制限され，日本企業は除外されることとなった。事実，メキシコ
国営石油会社である PEMEXの 16 億ドルのミニアティトラン製油の大規
模近代化プロジェクトへの入札に日本企業が排除される，などといった影
響がでている。そのため，EPA締結を急がせたい，という要望が政府に
対して向けられた（12）。メキシコはこうした日本の経済界が日本政府に対
して行っている要求を承知しており，日本が EPA締結のために一定の譲
歩をするという読みがあったとみられる。

３．メキシコの対日交渉体制と戦略

　対日交渉では，メキシコ側の首席代表は経済省通商交渉担当次官が務め
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た。本会議にはほかに，経済省から多国間・アジア通商交渉局長，農業工
業交渉局長，サービス貿易交渉局長など関係局長が参加している。また，
サービス貿易や関税の交渉については財務省担当者，また農業分野の交渉
の際には農牧省の担当者が会議に加わっている。
　メキシコ交渉団には「隣室」である COECE が常に随行している。
COECEは日本との交渉でも，メキシコの公式交渉団と綿密に打ち合わせ
をしており，一日の交渉が終わるごとに政府交渉団と検討会をもっていた。
また，農業ではCNA，鉄鋼ではCANACEROといった業界団体が，自己
の業界の利益を反映すべく交渉団に対し影響力を行使していた（13）。
　日本とメキシコの交渉においては，交渉スタイルの違いのために合意形
成が困難であった。日本側は，2003 年 10 月のフォックス大統領の訪日１
週間前に，両国首脳による「実質的合意」にこぎつけようとし，一時は「９
割方合意」といった日本政府の発表まで流れている。しかし，メキシコ側
は「ひとつでも納得できない項目があれば合意できない」としてあくまで
合意を拒んだ。合意事項を積み上げ，細部は後で調整する日本の交渉スタ
イルとの違いが表面化する結果となった（14）。
　また，メキシコのFTA戦略にはこれまでの協定と比べて大きな変化が
あった。EUなどすでに多くの国々との自由貿易協定を結んでいるが，国
内においては期待されたほどの経済効果が出ていない，という評価が出て
きている。メキシコが結ぶべき自由貿易協定は，米州全体を包含する米州
自由貿易地域（FTAA）交渉を最後として，今後は国内の産業競争力回
復重視の姿勢をみせている（佐々山 [2004]）。これを反映して，上院にお
ける日本との FTA批准に際しては，付帯決議として「日墨 EPAを活用
するための政府に対する勧告」が盛り込まれた。同勧告では「ロジスティッ
ク（輸送）の強化」，「治安の大幅な向上」，「行政手続き簡素化の推進」が
明記され，協定に含まれた「ビジネス環境整備」の実効性を促すことが重
要との見方を示している（15）。
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第４節　まとめ

　メキシコは，最も早く二国間協定締結を開始した国のひとつであるが，
政策の転換は，自由化政策の継続と対米関係の強化という意味合いが強
かったといえる。自由化政策を進めるサリナス政権は，北米とのFTAが
自由化政策の「ロックイン」効果をもち，国内に根強い保護主義への回帰
を阻止する役割を期待された。また，マキラドーラに代わるより緊密な対
米経済関係の構築も重要視されている。
　FTA交渉の体制は，このNAFTA交渉のときに確立したといわれてい
る。経済省が主たる交渉担当省となっているが，交渉過程には政府の交渉
団に加えて「隣室」と呼ばれる業界団体の強い関与がみられる。政府の交
渉団は，業界団体と共同で交渉前に戦略を策定し，交渉中は緊密な情報交
換を行っている。さらに，批准を行う上院に対しても働きかけを行ってい
る。このような政策形成における業界団体の参加は，メキシコの政治の特
徴ともいえる。業界団体は，頂上団体を軸に業界の意見を調整し集約を図
るしくみになっている。FTAの交渉においては，各業界によって効果が
異なるため意見の相違が生まれやすいが，全産業を網羅する業界団体が一
致して政治力を行使することで，政府に対する強い発言力を有している。
　対日EPA交渉では，農業分野での調整が焦点となった。メキシコには，
日本は EPA締結による貿易上の利益が明らかであるのに対して，自国の
輸出上のメリットはほとんどない，という意見が強かった。そのため，新
たな輸出産品として農産品が注目され，農業団体であるCNAを中心に豚
肉・オレンジジュースなどの自由化を迫った。すでに他国とのFTAでは
自由化している自動車や鉄鋼といった分野での自由化と引き換え材料に，
農産品部門の自由化を迫る戦略がとられている。これは，産業横断的な頂
上団体である CCEが各業界の意見を調整できたために可能であったと考
えられる。
　すでにFTAの網を構築しているメキシコにとって，今後の課題は輸出
や対内直接投資を増加させるためにFTAをどう活用するか，という点で
ある。物品・サービス貿易の関税引き下げだけでは，それほど高い効果が
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得られない，という認識が広がっており，新たなFTA締結の動きは弱く
なっている。一方で，FTAの枠内での「ビジネス環境整備」によりイン
フラや制度面での改革を促進している。このような動きは，今後FTAに
よる経済関係の緊密化を図る国々に対しても参考になると考えられる。

〔注〕
⑴　国家組織法（第 34 条第 4項）では，「経済省は外務省と調整を図り，メキシコの貿
易を促進する」と定められている。
⑵　「経済関係国際条約承認に関する法」第５条。
⑶　ジェトロ・メキシコセンター報告（「メキシコの農業団体について」 2003 年 11 月
17 日）。
⑷　「経済関係国際条約承認に関する法」第９条。
⑸　COECEの代表職は無給であり，またコーディネーターは各業界の代表企業からな
り，その親会社が費用を負担している。
⑹　そのためNAFTA交渉における砂糖分野のように，零細農民保護といった政治的
な圧力が強い場合は，加盟団体の意見の調整は困難となる（COECE代表ルイス・マ
ルティネス・アルグエージョ氏へのインタビュー［2006 年９月］）。
⑺　エクトル・ランヘルCCE代表の発言（Reforma 紙 2002 年 11 月 19 日）。
⑻　Reforma 紙 2003 年４月８日。
⑼　El Economista 紙 2003 年９月４4日。
⑽　豚肉の輸入については，従価税として差額関税制度が適用されている。これは①輸
入品の価格が低いときは，基準輸入価格を下回る部分を関税として徴収して国内養豚
農家を保護する一方，②価格が高いときには，定率な従価税を適用することにより，
関税負担を軽減し，消費者の利益を図る，というしくみである（農林水産省HP－
http://www. maff. go. jp/lin/butasagaku. html［2007 年８月 21 日閲覧］）。
⑾　ジェトロ・メキシコセンター報告（「メキシコの農業団体について」2003 年 11 月
17 日）。
⑿　日本経団連「日墨経済連携協定の政府間交渉に関する要望」2003 年６月 16 日。
⒀　佐々山 [2004] では，「メキシコビジネス界は，あたかも政府間の交渉に参加してい
るような感があった」としている。
⒁　毎日新聞 2005 年２月 12 日。
⒂　上院ではこの批准の直後，「競争力委員会」を設置することを決めた。商務・工業
振興委員長やアジア太平洋外交委員長など上院議員８名のほか，民間部門の代表が参
加している。この民間部門は，COMCE，CCE，CEESP（民間部門研究センター）といっ
た有力「隣室」が入っている点が注目される（El Financiero 紙 2004 年 11 月 29 日）。
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